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最高裁は、平成 27 年 2 月 17 日、受託保証人による事前求償権を被保全債権とする仮差

押えについて、事後求償権の消滅時効をも中断する効力を有すると判示した。

本事案は、借主の銀行に対する借入金債務について借主の委託により保証をした信用保

証協会が、借主と信用保証協会の間の保証委託契約に基づく事前求償権を被保全債権とし

て借主の所有不動産を仮差押えした後に、借主の借入金債務を代位弁済したことにより借

主に対して事後求償権を取得したが、事後求償権を取得してから約１６年が経過後に、借

主に対して事後求償権の履行を求めた、という事案である。（信用保証協会は、借主及び同

人の求償債務の連帯保証人を共同被告とし、事前求償権の請求も選択的に併合しているが、

連帯保証人に対する請求及び事前求償権の請求については割愛する。）

借主は、事後求償権の請求に対して、消滅時効が完成しているとして争い、本件の争点

は、事前求償権を被保全債権とする仮差押が事後求償権の消滅時効の中断事由に該当する

かという点である。

最高裁は、次のように判示して借主の上告を棄却し、信用保証協会の請求を認めた原判

決を是認した。

［判決要旨］

事前求償権を被保全債権とする仮差押えは、事後求償権の消滅時効をも中断する効力を

有するものと解するのが相当である。

事前求償権は、事後求償権と別個の権利ではあるものの、事後求償権を確保するために

認められた権利であるという関係にあるから、委託を受けた保証人が事前求償権を被保全

債権とする仮差押えをすれば、事後求償権についても権利を行使しているのと同等のもの

として評価することができる。

また、上記のような事前求償権と事後求償権との関係に鑑みれば、委託を受けた保証人

が事前求償権を被保全債権とする仮差押えをした場合であっても民法４５９条１項後段所

定の行為をした後に改めて事後求償権について消滅時効の中断の措置をとらなければなら

ないとすることは、当事者の合理的な意思ないし期待に反し相当でない。

上記のとおり、本判決は、受託保証人の事前求償権と事後求償権とが別個の権利である

ことを前提としながら、①前者が後者を確保するために認められたという両権利の関係か

ら、前者を被保全債権とする仮差押えが後者の権利行使と同等と評価できること、及び、

②受託保証人が当該仮差押えをした場合に代位弁済等をした後に改めて消滅時効中断措置

を要求することが当事者の合理的意思、期待に反することを理由として、前者を被保全債

権とする仮差押えが後者の消滅時効をも中断する効力を有するとした。



受託保証人の事前求償権と事後求償権について、最高裁は、両権利の発生要件が異なり、

事前求償権について、事後求償権にない抗弁が付着し、消滅原因が規定されていることを

理由として、両者が別個の権利で法的性質も異なるとしている（最判昭和６０年２月１２

日、民集３９－１－８９）。

他方、最高裁は、数量的に可分な債権の一部についてのみ判決を求める明示的一部請求

訴訟による債権の消滅時効の中断について、請求対象である一部についてのみ消滅時効中

断の効力が生ずるとし、残部については権利行使の意思が継続的に表示されているとはい

えない特段の事情のない限り裁判上の催告としての消滅時効中断の効力が生ずるとしてい

る（前半部分について、最判昭和３４年２月２０日、民集１３－２－２０９、後半部分に

ついて、最判平成２５年６月６日、民集６７－５－１２０８）。

このように、一つの権利である債権のうち訴訟物となっている部分についてのみ裁判上

の請求としての消滅時効中断の効力が認められていることからすれば、請求と並ぶ時効中

断事由である仮差押えに関しても、事前求償権を被保全債権とする仮差押えがあったから

といって、事前求償権とは別個の権利である事後求償権について消滅時効中断の効力は生

じないとする考えもあり得るであろう。

ところで、事前求償権が事後求償権を確保するために認められた権利であるという両権

利の関係に類似する事態として、原因債権の支払のために約束手形が授受された当事者間

における手形債権と原因債権を考えることができるであろう。このような手形授受の当事

者間においては、手形債権は原因債権と法律上別個の債権であっても、経済的に同一の給

付を目的とし、原因債権の支払の手段として機能し併存するものにすぎないと解されるか

らである。

そして、手形債権と原因債権の時効中断について、最高裁は、債務の支払のために約束

手形が振出交付された当事者間における手形金請求の訴えは、原因債権の消滅時効を中断

する効力を有すると判示しており（最判昭和６２年１０月１６日、民集４１－７－１４９

７）、同様の当事者間で民法１７４条ノ２によって手形債権の時効期間が延長されたときは、

それに応じて原因債権の消滅時効期間も延長されると判示している（最判昭和５３年１月

２３日、民集３２－１－１）。それらの判例では、本判決と同様に、債権者の通常の期待が

理由の一つとして挙げられており、本判決はこれらの判例の流れに沿う判例と位置付ける

ことができよう。

事前求償権を被保全債権とする仮差押えについて、その後に取得された事後求償権の消

滅時効中断の効力を認めた本判決の理由と結論は妥当と評価でき、支持されると思われる。

なお、本判決の原審判決である大阪高判平成２４年５月２４日、金融法務事情１９８１

－１１２は、その理由中で、仮差押命令が被保全債権と請求の基礎を同一にするものであ

れば被保全債権と異なる債権についてもその実現を保全する効力を有すると判示した最判

平成２４年２月２３日、民集６６－３－１１６３について言及し、事前求償権と事後求償

権は請求の基礎を同一にするので前者を被保全債権とする仮差押命令に基づく消滅時効中

断の効力が後者にも及ぶと解するのが相当と判示している。本判決はこの点について触れ

るところがないが、仮差押命令の効力の側から事後求償権の消滅時効中断事由になること

を理由づける考えを否定するものではないであろう。



本件に関連して、債務者の承認による事前求償権の時効中断があった場合に、事後求償

権の時効中断の効力を有するか、という問題が考えられる。もとより本判決は何も述べる

ところはないが、筆者としては肯定的に考えている。

以上


